
7/7　確認事項➀ 個人情報の定義に死者に関する情報を含める規定 【条例で規定することが許されない事項】

改正法 条例 比較

「個人情報」＝生存する個人に関する情報 「個人情報」＝個人に関する情報

（定義）
第2条 この法律において「個人情報」とは、生存する個
人に関する情報であって、次の各号のいずれかに該当する
ものをいう。
　⑴ 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等
（文書、図画若しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方
式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが
できない方式をいう。次項第二号において同じ。）で作ら
れる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録
され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切
の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）に
より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と
容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別
することができることとなるものを含む。）
　⑵ 個人識別符号が含まれるもの

（定義）
第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義
は、当該各号に定めるところによる。

　⑵　個人情報　個人に関する情報であって、特定の個人
が識別され、又は識別され得るものをいう。ただし、特定
個人情報以外の法人その他の団体に関する情報に含まれる
当該法人その他の団体の役員に関する情報及び事業を営む
個人の当該事業に関する情報を除く。

・条例の文言においては、個
人情報の対象を生存する個人
に限っていないため、差異が
生じているように見える
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7/7　審議事項➀ 本人開示等請求における手数料 【条例で規定しなければならない事項】

改正法 条例 要検討事項

条例で定める額の手数料が必要 規則で定める額の写しの作成等に要する費用が必要

（手数料）
第89条第2項　地方公共団体の機関に対し開示請求をする
者は、条例で定めるところにより、実費の範囲内において
条例で定める額の手数料を納めなければならない。

（費用の負担）
第25条　第23条第1項の規定により写しの交付を受ける者
は、規則で定めるところにより、当該写しの作成及び送付
に要する費用を負担しなければならない。

※規則別表

・手数料の金額
・写しの作成等に要する費用
の負担について
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7/7　審議事項② 開示決定期限等 【条例で規定することができる事項】

改正法 条例 要検討事項
開示請求があった日から30日以内
※事務処理上の困難その他正当な理由があるとき
は、さらに30日以内に限って延長できる
（60日以内に全て決定できない場合の特例あり）

開示請求があった日から14日以内
※事務処理上の困難その他正当な理由があるとき
は、さらに14日以内に限って延長できる
（28日以内に全て決定できない場合の特例あり）

（開示決定等の期限）
第83条　開示決定等は、開示請求があった日から30日以内にしなけ
ればならない。ただし、第77条第3項の規定により補正を求めた場合
にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難
その他正当な理由があるときは、同項に規定する期間を30日以内に
限り延長することができる。この場合において、行政機関の長等は、
開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面に
より通知しなければならない。

（開示決定等の期限の特例）
第84条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開
示請求があった日から60日以内にその全てについて開示決定等をす
ることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合に
は、前条の規定にかかわらず、行政機関の長等は、開示請求に係る保
有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、
残りの保有個人情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足
りる。この場合において、行政機関の長等は、同条第1項に規定する
期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しな
ければならない。
　⑴ この条の規定を適用する旨及びその理由
　⑵　残りの保有個人情報について開示決定等をする期限

（開示決定等の期限）
第20条　前条各項の決定(以下「開示決定等」という。)は、開示請
求があった日から14日以内にしなければならない。ただし、第14条
第3項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した
日数は、当該期間に算入しない。
2 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他
正当な理由があるときは、同項に規定する期間を14日以内に限り延
長することができる。この場合において、実施機関は、開示請求者に
対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しな
ければならない。

（開示決定等の期限の特例）
第21条 開示請求に係る個人情報が著しく大量であるため、開示請
求があった日から28日以内にそのすべてについて開示決定等をする
ことにより事務の遂行に著しい支障が生じるおそれがある場合には、
前条の規定にかかわらず、実施機関は、開示請求に係る個人情報のう
ちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの個人情報
については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合にお
いて、実施機関は、同条第1項に規定する期間内に、開示請求者に対
し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。

　⑴ この条の規定を適用する旨及びその理由
　⑵　残りの個人情報について開示決定等をする期限

・決定期限を改正法どおりに
30日とするか、それとも条例
で特別の規定を置き、14日と
するか

※改正法84条に規定する期限
については、当初期限+延長
期限の日数となることが制度
上想定されている

※訂正決定等及び利用停止決
定等の期限については、法と
条例に差異がなく、決定まで
30日、延長も30日となって
いる
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7/7　審議事項③ 開示請求書の記載事項 【条例で規定することができる事項】

改正法 条例 要検討事項
⑴　請求者の氏名及び住所（居所）
⑵　求める個人情報を特定できる事項

⑴　請求者の氏名及び住所（居所）
⑵　求める個人情報を特定できる事項
⑶　個人情報の開示の実施方法
⑷　その他実施機関が定める事項

（開示請求の手続）
第77条　開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第
3項において「開示請求書」という。）を行政機関の長等
に提出してしなければならない。
　⑴　開示請求をする者の氏名及び住所又は居所
　⑵ 開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政
文書等の名称その他の開示請求に係る保有個人情報を特定
するに足りる事項

（開示請求の手続）
第14条　開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面(以
下「開示請求書」という。)を実施機関に提出してしなけれ
ばならない。
　⑴　開示請求をする者の氏名及び住所又は居所
　⑵　開示請求に係る個人情報が記録されている公文書の
名称その他の開示請求に係る個人情報を特定するに足りる
事項
　⑶　個人情報の開示の実施方法
　⑷　前3号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項

※手引P52
「実施機関が定める事項」とは、次に掲げる事項である。
ア 請求者の本人又は代理人の区分
イ 代理人により請求する理由
ウ 代理人による請求の場合における本人の氏名及び住所

　エ　請求の区分

・改正法において記載事項か
ら除かれる⑶⑷について、特
別の規定を置く必要があるか
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